
【平成２６年３月変更後の計画】

宮 崎 県 地 域 医 療 再 生 計 画

( 平 成 ２ ４ 年 度 補 正 予 算 )

平成２５年８月

宮 崎 県



目 次

１ 地域医療再生計画の期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

２ 現状の分析 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

３ 課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

４ 本県計画の基本的な考え方 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

５ 目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

６ 具体的な施策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

在宅医療対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

災害医療対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

医療人材の育成・確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２

がん対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１

精神疾患対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６

救急医療対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８

重症心身障がい児（者）等対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０

宮崎県の地域医療を守り育てる条例の普及啓発 ・・・・・・・・・・ ４３

７ 地域医療再生計画終了後も継続して実施する事業 ・・・・・・・・・ ４５

８ 地域医療再生計画（案）の作成経過 ・・・・・・・・・・・・・・・ ４５

この計画（案）の構成事業については、その実施に向けて国及び県内関係機関等と

協議・調整等を行いながら進めることから、必要に応じて見直すこともあり、最終的

には、毎年度の予算編成及び議会の審議を経て決定されることとなります。

事業費についても、あくまで概算額であり、今後、詳細な調査や設計等を踏まえて

確定していくこととなります。
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１ 地域医療再生計画の期間

平成２５年９月４日から平成２５年度末までの期間を対象として定めるものとす

る。

２ 現状の分析

平成２１年度補正予算による地域医療再生計画では、延岡西臼杵及び都城北諸県

医療圏を対象に、地域医療の抱える課題として 「医師確保」と「救急医療体制の、

強化」を柱に据え、全県に効果が期待できる事業を一部盛り込みながら、様々な取

組を行っている。

平成２２年度補正予算による地域医療再生計画では、県医療計画に位置付けた４

疾病６事業のうち 「がん 「急性心筋梗塞 「災害医療 「在宅医療」に係る緊、 」、 」、 」、

急性の高い事業、更なる整備を図る必要のある「救急医療 、４疾病６事業にかか」

る対策の基盤となる「医療人材の育成・確保」に取り組むとともに、本県全体の医

療提供体制の充実・強化につながる事業として 「重症心身障がい児（者 「難、 ）」、

病」対策に取り組んでいる。

３ 課題

地域医療再生計画や各疾患・事業毎に策定している各種計画等により、様々な取

組を行っているが、地域医療提供体制全般の確立には、まだ不十分であり、拠点と

なる病院の施設・設備の老朽化、医療機器の未整備等により、本来有するべき機能

を十分に発揮できていない状況にあるとともに、医師等必要な医療人材がいまだ十

分に確保できないなど、早急に体制整備を図る必要がある。

４ 本県計画の基本的な考え方

このような課題等を踏まえ、今回の計画においては、重点事項となっている「災

」、「 」、 「 」 、害医療 在宅医療 医師確保等 医療人材の育成・確保 に取り組むとともに

宮崎県医療計画（平成２５年３月）に位置付けた５疾病５事業のうち、宮崎県がん

（ ） 、 「 」、対策推進条例 平成２４年３月 を踏まえ 対策の推進を図る必要のある がん

今回の医療計画で新たに体制整備を図る必要のある疾患として位置付けられた「精

神疾患 、引き続き、積極的な推進を図る必要のある「救急医療」を重点的に取り」

組む。

また、この他、本県全体の医療提供体制の充実・強化につながる事業として、

「重症心身障がい児（者 」等対策に取り組むとともに、平成２５年３月に県議会）

「 」 。提案により制定された 宮崎県の地域医療を守り育てる条例 の推進にも取り組む

５ 目標

４の基本的な考え方に基づき、各種施策を推進することにより、県医療計画の目

標である「いつでも、どこでも必要な医療サービスが受けられる医療体制の確立」

を目指す。

なお、次ページ以降の各対策毎の「目標」において、できるかぎり数値目標を設

定するようにした。
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６ 具体的な施策

在宅医療対策

（１）現状の分析

本県の高齢化率は２６．７％(平成２４年１０月１日現在)と、全国平均を上回っ

て高齢化が進む中、疾病構造が変化し、自宅や地域で疾病や障害を抱えて生活を送

る人が増加していくと考えられる。

このような、在宅医療ニーズの増加に伴い、その提供体制や、居宅介護支援事業

所など関連分野の充実が求められているが、２４時間体制で往診や訪問看護を行う

在宅療養支援診療所が少ない圏域もあるなど、地域的な偏在が見られる。

また、在宅での療養を希望する患者の疾患には多種多様なものがあるが、医療施

設と介護施設の間で十分な情報共有がなされていない場合もあるなど、連携が不十

分なところも見受けられるとともに、県民に対して在宅医療の周知が不足している

ことから、在宅療養に対する不安がある。

在宅歯科医療や口腔ケアについては、要介護者が年々増加している中、そのニー

ズは高まっている。

そのため、県では、在宅歯科医療の推進を目指し、宮崎県歯・口腔の健康づくり

推進条例（県議会提案条例 平成２３年３月制定）や宮崎県歯科保健推進計画（平

成２４年９月）に基づき、医科や介護等の他分野との連携を図る窓口を設置・運営

することにより、在宅歯科医療を受ける者や家族等のニーズに対応した体制を構築

する事業を実施している。

高次脳機能障がい者への対応については、総合相談支援機関である宮崎県身体障

害者相談センターが、医学的支援拠点機関である宮崎大学医学部とともに、相談支

援や各種普及啓発活動、研修事業のほか、家族会への支援等を行っている。

この他、高次脳機能障がい者が身近な地域で診断やリハビリテーションを受けら

、 。れるよう 平成２４年度に高次脳機能障がい者支援に係る協力病院の登録を行った

〔資料〕本県の在宅医療・介護サービス提供体制の状況

病院 診療所
医 療 圏

在宅訪問診療 在宅訪問看護 訪問リハビリ 在宅末期診療 在宅訪問診療 在宅訪問看護 訪問リハビリ 在宅末期診療

7 7 7 0 26 12 2 8延岡西臼杵

10 9 6 3 12 8 2 1日 向 入 郷

15 13 11 1 122 50 23 49宮崎東諸県

5 3 3 2 17 7 3 5西 都 児 湯

6 4 3 1 17 10 1 6日 南 串 間

7 6 5 0 33 16 2 9都城北諸県

9 7 5 1 21 8 1 5西 諸

59 49 40 8 248 111 34 83県 全 体
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在 宅 療 養 在 宅 療 養 在宅療養支援 在宅患者訪問薬剤 訪 問 看 護 居 宅 介 護 地 域 包 括
医 療 圏

支 援 病 院 支 援 診 療 所 歯 科 診 療 所 管理指導料届出薬局 ステーション 支 援 事 業 所 支援センター

6 11延岡西臼杵 1 11 9 52 64

36 2 10日 向 入 郷 1 1 6 36

166 32 21宮崎東諸県 3 67 21 125

28 5 7西 都 児 湯 1 7 7 40

5日 南 串 間 1 6 7 35 3 31

0 16 14 50 69 8都城北諸県 14

1 8 0 5 35 4西 諸 27

116 394 67 400 66県 全 体 8 64

資料：平成２４年１０月現在 総合医療情報システム 他

〔資料〕本県の高齢化率及び要介護（支援）認定者数

在宅医療に対応する薬局については、在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局が、

平成２４年１０月現在で県内に３９４箇所あるが、その内、無菌製剤処理に係る調

剤の可能な薬局は４箇所にとどまっており、延岡西臼杵医療圏には、無菌調剤室を

備えている薬局がない。

〔資料〕本県の在宅医療関係薬局数

医 療 圏 薬局数 在宅患者訪問薬剤管理 無菌製剤処理調剤

※１ 指導料届出薬局 ※２ 調剤実施薬局 ※３

延岡西臼杵 ７５ ５２ ０

日向入郷 ５１ ３６ １

宮崎東諸県 ２３９ １６６ ２

西都児湯 ４２ ２８ ０

日南串間 ４６ ３５ ０

都城北諸 ９０ ５０ ０

西 諸 ４５ ２７ １

全 体 ５８８ ３９４ ４

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

高齢化率 24.7 25.1 25.6 25.8 25.9

後期高齢化率 12.4 13.0 13.4 13.9 14.2

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

要介護（支援）認定者数 46,796 48,422 50,847

要介護度４ 5,463 5,927 6,125

要介護度５ 6,033 6,417 6,788
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資料：※１ 平成２５年３月現在 県薬務対策室調べ

※２ 宮崎県医療計画（平成25年3月）

※３ 平成２５年４月現在 総合医療情報システム

（２）課 題

患者・家族の在宅療養の希望を実現するためには、重症化した場合や急変時の対

応にかかる不安の解消を図るとともに、日常生活を支える介護等の各種支援が不可

欠である。

そのためには、医療機関相互の連携や薬局、訪問看護ステーション、訪問介護サ

ービス事業者、地域包括支援センター等との連携の下、情報を交換しながら、切れ

目のないサービスを提供できる体制の整備が求められている。

在宅歯科診療や口腔ケアについては、在宅高齢者が年々増加する中、そのニーズ

が高まっているが、県内で、常時、訪問診療している歯科医師は限られており、年

， （ ）間の訪問診療件数は２ ９４３件 平成２３年度宮崎県歯科医師会による概数調査

と少ないことから、県内全域における在宅歯科医療の基盤整備を推進することが

喫緊の課題である。

高次脳機能障がいについては、医療従事者における正しい知識や適切な対処方法

などについての理解が十分ではないことから、各地域の支援協力病院で在宅医療に

携わるセラピスト等の専門性の向上が課題となっている。

また、在宅療養の推進のためには、それぞれの症状に応じたきめ細かな対応が求

められるが、中でも本県の死亡原因の１位であるがんの在宅医療体制の充実は重要

であることから、在宅がん患者等を対象とした中心静脈栄養、抗がん剤及び緩和医

療に用いる麻薬の持続注入等の製剤処理を行うことができる、地域における拠点薬

局の共同利用体制による無菌調剤室の整備が求められる。

（３）目 標

在宅医療に携わる医療機関の参画を促進するとともに、患者・家族が安心して在

宅での療養を選択できるよう県民に対する普及啓発を行うとともに、県内の各圏域

において、在宅医療や介護サービス事業者等の関係機関のリストを作成するほか、

在宅療養に携わる多くの職種の関係者が一堂に会して、症例検討を行う研修会を定

期的に開催するなど、関係機関相互の連携体制を構築する。

また、退院から看取りまでの医療や介護にまたがる様々な支援を包括的かつ継続

的に提供するための関係機関との調整を行う拠点の整備を進める。

在宅歯科については、在宅歯科医療従事者の診療技術の向上を図る。

高次脳機能障がい者対策については、当事者が身近な地域の医療機関で診断やリ

ハビリテーションを受けられる支援体制を整備する。

無菌調剤室の共同利用体制を構築することにより、無菌調剤室を有しない薬局の
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薬剤師が、無菌調剤室を活用した無菌製剤処理に係る技術習得研修会等に参加する

ことにより、在宅医療の応需体制の確立を図る。

【数値目標】

項 目 現状(H24年度) 目標値（H29年度）

地域医療支援病院数 ７ １０

在宅療養支援病院数 ８ ９

在宅療養支援診療所数 １１６ １５０

在宅療養支援歯科診療所数 ６４ ９０

在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局数 ３９４ ４００

訪問看護ステーション数 ６７ ７５

（４） 具体的な事業

① 在宅医療・介護ネットワーク構築モデル事業

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ４０，０００千円（基金負担分 ４０，０００千円）

（目的）

医療と介護等のサービスが相互に連携して提供される体制の構築のため、入院

医療施設、在宅医療実施医療施設、介護事業所等の情報の共有を図り、市町村内

の在宅医療・介護ネットワークの構築を図る。

（事業内容）

平成２４年度から実施している在宅医療推進事業で作成する、対応できる疾患

ごとの在宅医療・介護関係機関リストを活用して、市町村が地域の医師会等の関

係団体と協力しながら、医療施設や介護施設の情報共有ソフトを開発し、その運

用を行うことにより、地域ネットワーク構築のための取組を支援する。

② 在宅医療推進のための連携・スキルアップ研修事業

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １３，５９９千円（基金負担分 １３，５９９千円）

（目的）

在宅医療推進事業により構築した「顔の見える関係」を活用して連携を強化し

つつ、在宅療養中の患者に質の高い医療の提供を行うため、地域の医師、歯科医

師、薬剤師、看護師その他多職種の専門性の向上を図る。

（事業内容）

各圏域ごとに医師会が中心となって、個別事例や先進事例の研究等を在宅医療

、 、 、に携わる多職種の従事者が一緒になって 研修会等を行い 連携の強化とともに

スキルアップを支援する。

③ 訪問看護普及啓発事業

・事業期間 平成２５年度事業開始
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・総事業費 ４，９３４千円（基金負担分 ４，９３４千円）

（目的）

県民等に対して、在宅医療における訪問看護の機能や役割について普及啓発す

ることにより、在宅医療に対する不安を軽減し在宅医療の推進を図る。

、 、 、また 地域において 医療・福祉・介護のネットワークを構築していくために

在宅ケアの中核的な役割を担う訪問看護師の育成を図る。

（事業内容）

県看護協会において、訪問看護ステーションにおける、在宅での家族等が満足

する看取りの事例を把握するとともに、県内７地区で訪問看護に関する県民向け

の講演会を開催する。

また、県内７地区において、訪問看護の魅力を発信し意見交換・交流会を実施

するとともに、在宅ケアの中核的な役割を担う訪問看護師の育成に係る費用を補

助する。

④ 在宅歯科医療従事者への研修に必要な機器整備支援

・事業期間 平成２５年度

・総事業費 １１，６０５千円（基金負担分 ４，３８３千円、事業者負担分

７，２２２千円）

（目的）

県内の在宅歯科医療従事者の知識・技術向上と、医科や介護関係者との連携を

図るための中核施設の整備を行うことにより、在宅歯科医療の推進を図る。

（事業内容）

宮崎県歯科医師会が実施する在宅歯科医療従事者への研修を行うために必要な

機器等の整備を支援する。

⑤ 高次脳機能障がい支援者研修会の実施

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ２，２６８千円（基金負担分 ２，２６８千円）

（目的）

地域の病院で高次脳機能障がい者のカウンセリングやリハビリを行うセラピス

ト等の資質向上を図る。

（事業内容）

高次脳機能障がい者の在宅での療養等を支援する協力病院のセラピスト等を対

象とした研修会を開催する。

⑥ 在宅医療を推進するための無菌的に調製された薬剤の供給体制の確立

・事業期間 平成２５年度

・総事業費 ２２，８５８千円（基金負担分 ８，６３５千円、事業者負担分

１４，２２３千円）
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（目的）

がん患者等の在宅医療を推進するために、高い無菌性が求められる調剤を身近

な薬局でできるよう、拠点薬局に必要な施設・設備を整備し、関係機関との連携

体制の構築を図る。

（事業内容）

無菌調剤室を備えた薬局のない延岡西臼杵医療圏において、無菌製剤処理を行

うための無菌室、クリーンベンチ、安全キャビネット及び空調等を備えた無菌調

剤室の整備を支援する。

⑦ 入院患者の在宅移行を推進するためのリハビリテーション施設の整備

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １００，０００千円（基金負担分 ３７，７７７千円、

事業者負担分 ６２，２２３千円）

（目的）

急性期を脱した救急患者への高度なリハビリテーションを早期に行うことによ

り、入院患者の早期回復を図るとともに、在宅移行を推進する。

（事業内容）

西諸医療圏の中核的な医療機関である小林市立病院が整備するリハビリテーシ

ョン施設の整備を支援する。

（５）期待される効果

地域における在宅医療・介護を担う施設や機能を把握し、各地域ごとの医療と介

護等のサービスが連携した「多職種協働による在宅チーム」の構築に寄与するとと

もに、退院から看取りまでの医療（歯科も含む）や介護にまたがる様々な支援を包

括的かつ継続的に提供するための関係機関との調整を行う拠点の整備に寄与する。

また、県民が在宅医療に関する正しい知識を得ることにより、安心して在宅療養

を選択する患者・家族が増えるとともに、在宅ケアの中核的な役割を担う訪問看護

師が増えることで、在宅医療の連携が図られる。
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災害医療対策

（１）現状の分析

平成７年１月に発生した阪神淡路大震災を教訓に、災害拠点病院の指定・整備や

ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の体制整備を図ることとなった。

本県においては、平成９年３月に１０病院、平成１５年２月に新たに宮崎大学医

学部附属病院を災害拠点病院に指定し、施設・設備整備支援、研修会開催等の災害

時医療機能の充実・強化を図るとともに、ＤＭＡＴについては、県内８病院１２チ

ームが厚生労働省が実施する「日本ＤＭＡＴ隊員養成研修」を受講・修了し、整備

されている。

平成２４年８月に公表された「南海トラフの巨大地震による津波高・浸水域等及

び被害想定 （内閣府）を踏まえ、平成２５年２月に県が新たに設定した「津波浸」

水想定」では、本県の太平洋沿岸部は甚大な被害を受けることが想定され、沿岸市

町に位置する災害拠点病院も浸水することが予想される結果となった。

〔資料〕宮崎県の災害拠点病院・ＤＭＡＴ一覧

種 別 二次医療圏名 医 療 機 関 名 標高 DMAT数 想定浸水域

全医療圏 県立宮崎病院 ６ ２ ０基幹災害

宮崎大学医学部附属病院 ２３ ２ ０拠点病院

延岡西臼杵 県立延岡病院 ５ １ ０

宮崎県済生会日向病院 １０ ０ 1.0～2.0

日向入郷 千代田病院 ５ １ 2.0～5.0

地域災害 和田病院 ７ １ 0.3未満

拠点病院 西都児湯 西都児湯医療センター １３ ０ ０

宮崎東諸県 宮崎市郡医師会病院 ４ ０ 1.0～2.0

西 諸 小林市立病院 ２０８ ０ ０

都城北諸県 都城市郡医師会病院 １６６ ２ ０

日南串間 県立日南病院 １０ ２ ０

※ 平田東九州病院（延岡西臼杵医療圏）にもＤＭＡＴが１チームある。

、 。注：想定浸水域については 県医療薬務課が津波浸水想定図を元に調査したもの

（２）課 題

災害拠点病院については、その大半が太平洋沿岸市町に位置していることから、

東日本大震災クラスの津波が襲ってきた場合には、浸水等によるライフラインの被

害が生じ、災害拠点病院としての本来の機能を十分に発揮することが困難になるこ

とが予想される。

このため、災害拠点病院として必要な備蓄倉庫や自家発電装置等については、整

備を推進してきたが、緊急手術や人工透析等に必要となる大量の水の確保対策は十

分進んでいない。
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大震災時のライフライン別の復旧状況をみると 「水道」の復旧に時間を要して、

いることから、災害拠点病院や透析医療機関における「水の確保」は極めて重要な

課題である。

また、東日本大震災の被災地では、通信インフラが破壊され、各機関との連絡調

整が困難になる事態となったが、災害時には、病院の被災状況や受入に関する機能

等に関する情報を的確に把握する必要がある。

本県においては、平成２２年度補正予算による地域医療再生基金を活用し、平成

２４年１０月に国の広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に自動反映できる

よう整備を行ったが、医療機関については、２０床以上の病院の被災等状況しか情

報発信できない状態である。

大災害時には、限られた医療資源の中、病院のみならず、全医療機関の診療機能

を活用しながら医療を提供することが極めて重要であるが、現在では、診療所の状

況把握が困難になることが想定される。

〔資料〕阪神淡路大震災におけるライフライン別復旧状況（神戸市）

応急復旧終了日 震災からの日数

電 気 １月２３日 ６日

電 話 １月３１日 １４日

ガ ス ４月１２日 ８５日

水 道 ４月１７日 ９０日

下水道 ５月３１日 １３４日

注：いずれも被害の大きい地域は除く。

（３）目 標

東日本大震災クラスの地震・津波が起こった際には、ライフラインの被害等によ

り、災害拠点病院がその機能を十分に発揮することが困難になることが予想される

ため、災害拠点病院以外の医療機関についても、特に水の確保を重点においた機能

強化を図ることとする。

さらに、災害医療情報システムについて、あらゆる時間帯に大災害が発生しても

瞬時に対応できる体制を整える。

（４）具体的な事業

① 災害時に対応した地下水浄化システムの設置支援

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １８０，０００千円（基金負担分 ９０，０００千円、

事業者負担分 ９０，０００千円）

（目的）

大規模災害時において、災害拠点病院や透析医療機関における、医療行為等に

必要な水の確保を図る。
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（事業内容）

大規模災害により各種ライフラインが途絶した際に備え、医療機関が独力で、

地下水を汲み上げ、浄化し、医療行為（手術、透析等）に利用可能な水を確保す

るための施設・設備整備を支援する。

また、整備を行う医療機関においては、他の医療機関や地域住民へも水を提供

することができるよう体制整備を行う。

② 広域災害救急医療情報システムとの連携

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ３８，７２５千円（基金負担分 ３８，７２５千円）

うち今回拡充分 １０，０８０千円（基金負担分 １０，０８０千円）

※ 今後の運用益により発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財源とすべき額が不足

し、上記の基金負担額に満たないこととなった場合は、宮崎県負担により事業を実施する。

（目的）

医療機関の稼働状況など、災害医療に関する情報の共有を全国規模で可能とす

ることにより、災害時に必要な情報提供体制の充実を図る。

（事業内容）

県の総合医療情報システムと厚生労働省が運営するＥＭＩＳ（広域災害救急医

） 、 。療情報システム との連携機能を維持し 災害時に必要な情報連絡体制を整える

＜参考 これまでの取組＞

※平成２５年８月時点の情報であり、平成２５年１２月に変更している。

〈平成２２年度補正予算による地域医療再生計画〉

－災害医療対策－

【災害医療情報システムの充実】

・事業期間 平成２４年度～

・事業総額 ４７，１９７千円（基金負担分 ４７，１９７千円）

（目的）

大災害が発生した場合、多数の救急患者を受け入れる災害拠点病院等にお

いては、通信手段の確保が大変重要であることから、迅速かつ的確に情報収

集及び情報発信ができる体制整備を図る。

（事業内容）

病院の被災状況や、求められる医療支援の状況をより迅速に把握し、情報

発信するため 県内の災害拠点病院等と 厚生労働省が運営するＥＭＩＳ 広、 、 （

域災害救急医療情報システム）とを接続し、災害時に必要な情報連絡体制を

整える。

また、円滑かつ効果的な運用のあり方等について、宮崎県災害医療関係者

連絡会議等の場で、定期的に意見交換を行う。
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（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
計画額 小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額

総事業費 47,197 0 0 23,485 23,485 5,160

基金負担分 47,197 0 0 23,485 23,485 5,160

③ 災害時医療機関状況マップシステムの整備

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ２，２６６千円（基金負担分 １，１３３千円、事業者負担分

１，１３３千円）

（目的）

病院・診療所の被災等状況など、災害時に必要とされる多岐にわたる情報につ

いて、迅速かつ的確な情報把握を図る。

（事業内容）

南海トラフ地震のような巨大災害により、全県的な被害が発生するような事態

に備え、インターネットを介して医療機関の被災状況等が地図上に表示されるシ

ステムを整備する。

（５）期待される効果

、 、医療機関が大量の水を自給できる設備を整備することにより 災害時においても

透析や手術のように大量の水が必要となる処置を実施することが可能となる。

全国規模のシステムであるＥＭＩＳと県の総合医療情報システムの連携が図られ

ることにより、医療機関の稼働状況など災害医療に関する情報の共有が、全国規模

で可能となる。

病院・診療所の被災等状況などに関する情報を盛り込んだマップシステムの構築

により、関係者や住民が災害時に必要とする情報を迅速かつ的確に把握できるよう

になる。
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医療人材の育成・確保

（１）現状の分析

① 医師の状況

本県における平成２２年１２月末現在の医師数は２，６５３人で、平成２０年

１２月末現在に比べて５１人の増となっている。これを人口１０万人対で比較す

ると、全国平均が２３０．４人であるのに対し、本県は２３３．７人で全国平均

をわずかに上回っている（全国２４位 。）

しかしながら、これらの医師のうち過半数の５３．８％が宮崎東諸県圏域に集

中しており、地域的な偏在が顕著となっている。

〔資料〕医療圏ごとの医師の状況 （単位：人、％）

医 療 圏 医 師 数(H20) 医 師 数(H22)

総 数 10万対 構成比 総 数 10万対 構成比

延 岡 西 臼 杵 289 186.9 11.1 283 184.0 10.7

日 向 入 郷 139 149.1 5.3 138 147.9 5.2

宮 崎 東 諸 県 1,373 321.8 52.8 1,427 332.9 53.8

西 都 児 湯 135 124.3 5.2 135 126.2 5.1

日 南 串 間 165 207.5 6.3 162 207.3 6.1

都 城 北 諸 県 357 184.6 13.7 371 190.8 14.0

西 諸 144 178.2 5.5 137 171.5 5.2

本 県 2,602 229.0 100.0 2,653 233.7 100.0

全 国 286,699 224.5 － 295,049 230.4 －

資料：各年１２月末現在「医師・歯科医師・薬剤師調査 （厚生労働省）」

端数処理の関係により、構成比の合計は100％にならない。

本県医師の年齢構成を見ると、４０歳代から５０歳代の医師の割合が全国と比

べて高く、逆に２０歳代から３０歳代の医師の割合が低くなっており、平均年齢

が高く、医師の高齢化が進んでいる状況となっている。

これらの要因として、本県唯一の医師養成機関である宮崎大学医学部の本県出

身学生の割合が一時期低かったことや臨床研修医が全国に比べて少ないことが挙

げられる。宮崎大学医学部については、地域枠や地域特別枠の導入により、本県

出身の学生数は増加してきており、今後、これらの医学生の本県への定着が求め

られている。
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〔資料〕医師の年代別構成 （単位：人、％）

区 分 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22

20歳代医師数 258 216 175 178 148 143 135

構成比 宮崎県 11.0 8.9 7.0 7.0 5.8 5.5 5.1

全 国 11.1 10.3 10.2 9.8 9.5 9.2 9.0

30歳代医師数 696 690 670 626 606 547 503

構成比 宮崎県 29.7 28.3 26.9 24.7 23.7 21.0 19.0

全 国 27.6 26.4 25.4 24.6 24.1 23.4 22.6

40歳代医師数 600 680 748 790 753 737 736

構成比 宮崎県 25.6 27.9 30.0 31.1 29.4 28.3 27.7

全 国 24.9 25.7 26.2 26.4 25.5 24.8 24.1

50歳代医師数 287 337 379 436 517 601 655

構成比 宮崎県 12.2 13.8 15.2 17.2 20.2 23.1 24.7

全 国 13.4 15.1 16.5 18.2 20.4 21.2 22.0

60歳代医師数 216 211 209 202 226 264 313

構成比 宮崎県 9.2 8.6 8.4 8.0 8.8 10.1 11.8

全 国 10.7 9.9 9.4 9.2 9.0 10.5 12.0

70歳代以上医師数 286 306 311 306 307 310 311

構成比 宮崎県 12.2 12.6 12.5 12.1 12.0 11.9 11.7

全 国 12.4 12.6 12.3 11.9 11.5 10.9 10.4

計 2,343 2,440 2,492 2,538 2,557 2,602 2,653

資料：各年１２月末現在「医師・歯科医師・薬剤師調査 （厚生労働省）」

〔資料〕宮崎大学医学部入学者数の推移 （単位：人、％）

区 分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

入学者総数 100 101 100 100 106 110 110 110 110

本県出身者計 16 32 29 26 34 34 45 40 31

一般入試 16 21 20 16 18 26 21 20 12

地域枠 － 11 9 10 13 2 12 12 9

地域特別枠 － － － － 3 6 12 8 10

本県出身者の割合 16.0 31.7 29.0 26.0 32.1 30.9 40.9 36.0 28.2

※地 域 枠：本県の地域医療に貢献すると県が認めて入学した本県出身の

宮崎大学医学生

※地域特別枠：本県の地域医療に貢献する意志のある本県出身の医学生で、

医師修学資金の貸与を受けているもの

〔資料〕臨床研修医受入数の推移 （単位：人）
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

47 34 35 36 45 44 35 29 58 49
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県内の女性医師の数は、平成２２年１２月末現在で４１３人となっており、実

数及び構成比も年々増加してきていることから、出産、育児、仕事が両立できる

職場環境を整える必要性が生じている。

（単位:人、％）〔資料〕県内医師の男女構成の状況

平成16年 平成18年 平成20年 平成22年

構成比 構成比 構成比 構成比

男性医師 2,220 87.5 2,197 85.9 2,227 85.6 2,240 84.4

女性医師 318 12.5 360 14.1 375 14.4 413 15.6

合 計 2,538 100.0 2,557 100.0 2,602 100.0 2,653 100.0

資料： 医師・歯科医師・薬剤師調査（各年12月末現在 （厚生労働省）「 ）」

② 看護師の状況

医師の負担軽減及び地域医療体制の充実にあたっては、医師だけでなく、質の

高い看護職者を育成・確保することが重要である。

本県における平成２２年１２月末現在における看護師・准看護師の数は、合計

で１８，２９７人で、平成２０年１２月末現在に比べて６２１人の増となってい

る。これを人口１０万対で比較すると、全国平均が１，０３１．５人であるのに

対し、本県は１，６１１．７人で全国平均を上回っている。

しかしながら、全国平均を上回っているものの、特に急性期を担う医療機関に

おいては看護師確保に困難を来している状況がある。

また、本県の新卒看護職員の離職率をＨ２２年度までの過去４か年平均でみる

と８．６％で全国平均と同程度となっており、その主な退職理由の３割（重複回

答）が「基礎教育終了時点と現場のギャップ」であり、看護基礎教育の充実が必

要である。

、 （ ）看護教育の状況としては 看護師等の養成所 国公立及び文部科学省所管除く

が１４施設あるが、看護教員養成講習会未受講者の早期受講等により、専任教員

の育成を図っていく必要がある。

〔資料〕看護師、准看護師就業状況 （単位：人、％）

区 分 就業者の状況（平成20年末） 就業者の状況（平成22年末）

就業者数 人 口 看護師・准看護師 就業者数 人 口 看護師・准看護師
看 護 師 の割合 看 護 師 の割合
准看護師 10万対 准看護師 10万対

准看護 准看護看護師 看護師
師 師

宮 崎 17,676 1,556.0 60.3 39.7 18,297 1,611.7 62.7 37.3

全 国 1,252,224 980.7 70.0 30.0 1,320,873 1,031.5 72.2 27.8

資料： 保健・衛生行政業務報告（衛生行政報告例 （厚生労働省）「 ）」
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〔資料〕新卒看護職員離職率 （単位：％）

４ か 年 平平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
均

宮 崎 4.8 10.3 8.0 11.4 8.6

全 国 9.2 8.9 8.6 8.1 8.7

資料： 病院における看護職員需給状況調査 （日本看護協会）「 」

〔資料〕看護教員養成講習会受講状況 平成２４年４月（単位：人）

区 分 対象 1学年 必 要 専 任※１

総定員数 うち教員
施設数 定 員 教員数 教員数 講習会

種 別 未受講者数

助産師養成所 1 10 10 3 4 0

看護師 ３年課程 4 200 600 36 39 5

養成所 ２年課程 定時制 3 140 420 23 24 1（ ）

准看護師養成所 6 302 604 36(24) 34 8※２

計 14 652 1,634 98 101 14

※１：国公立、文科省系を除く養成所数
※２：( )内は当分の間認められている必要教員数

（２）課 題

県全体では、医師数は増加しているものの、高齢化及び地域偏在が顕著である。

また、若手医師が減少している状況にあることから、医師不足解消のためには、将

来の地域医療を担う医学生に対し、宮崎で臨床研修を行ってもらうよう働きかける

とともに、県内定着を促進する必要がある。

今日の高度・専門医療は、チーム医療によるところが大きく、医師の負担軽減を

図っていくためには、医師のみならず、質の高い他の医療従事者の育成のための支

援を行っていくことも必要である。

看護職員については、現場で求められる機能・役割は増大しており、より実践力

のある看護師の養成のため、看護教員等が養成講習会や看護実践現場での研修等を

行い自己研鑽に努めることや、実習の指導体制の整備などにより、看護基礎教育の

充実を図る必要がある。

医師、看護師の確保、離職防止のためには、早急に働き易い環境づくりを進める

必要もある。

（３）目 標

宮崎大学医学部地域医療学講座（寄附講座）の運営設置や宮崎大学医学部等の定

（ ） 、 、 、 、員増 拡大分 に合わせた医師修学資金の貸付枠拡大 さらに 宮崎大学 医師会

「 」 、市町村と共同で設立した 宮崎県地域医療支援機構 の運営を継続することにより

本県の地域医療を担う医療人材の育成・確保を更に強力に推進し、医師不足の解消

及び必要な医療人材の確保を図る。

看護教員の資質向上のための講習会等への参加促進や、養成所における実習指導
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の強化等により、看護基礎教育の充実を図る。

地域の中核病院において、病院内保育所の整備を行うことで、看護師等の離職防

止等を図ることにより、働きやすい環境整備を図る。

【数値目標】

（ ） （ ）項 目 現状 H24年度 目標値 H29年度

へき地公立医療機関における常勤医師数 ５７人 ６９人

（４）具体的な事業

医師確保対策事業

総事業費 １，０１７，４４６千円（基金負担分 ６２２，２３２千円、

県負担分 ２８８，６６３千円、国負担分 ９７，２２９千円、

事業者負担 ９，３２２千円）

うち今回拡充分 ３９２，５２５千円（基金負担分 １８６，１４３千円、

県負担分 １３３，８１８千円、国負担分 ６３，２４２千円、

事業者負担分 ９，３２２千円）

（目的）

宮崎大学医学部「地域医療学講座」において、引き続き、地域医療の教育・研

、 、究を通じた総合医の育成・確保を図るほか 宮崎大学及び長崎大学の協力のもと

両大学の医学部に設けた地域特別枠に対応した、医師修学資金貸与制度の拡大枠

を継続することにより、将来の本県の地域医療を担う医師の養成・確保を図ると

ともに、宮崎大学、県医師会、市町村及び県が一体となって設立した宮崎県地域

医療支援機構において、引き続き、医師の地域偏在の解消等を図る。

〈拡充する事業〉

① 宮崎大学医学部「地域医療学講座」の運営

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １５，７００千円（基金負担分 １５，７００千円）

（事業内容）

地域医療を担う医師の育成のため、県立日南病院内に設置した地域総合医育成

サテライトセンターの運営を支援する。

② 医師修学資金の貸与

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １９１，４１９千円（基金負担分 ６１，５４３千円、

県負担分 １２９，８７６千円）
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（事業内容）

平成２２年度からの医学部定員増の本県枠（宮崎大学５名、長崎大２名）につ

いては、平成２５年度以降も引き続き、医師修学資金を貸与する。

③ 宮崎県地域医療支援機構の運営

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １０１，３８８千円（基金負担分 ３４，２０４千円、

国庫補助 ６３，２４２千円、県負担分 ３，９４２千円）

（事業内容）

平成２３年度に設立した「宮崎県地域医療支援機構」における、医師の地域偏

在解消に向けた医師が不足する公立病院等への医師配置や、地域医療に従事する

医師のキャリア形成支援等についても、引き続き実施する。

今後、医師修学資金貸与者や地域総合医育成サテライトセンターで育成された

総合医等を、地域の医師不足病院等へ派遣が可能となるよう、医師配置調整機能

を強化する。

＜参考 これまでの取組＞

※平成２５年８月時点の情報であり、平成２５年１２月に変更している。

医師確保対策事業

＜平成２１年度補正予算による地域医療再生計画＞

－宮崎県北部医療圏（一部、日向入郷医療圏を含む）－

① 宮崎大学医学部地域医療学講座の運営支援

【事業期間】平成２２年度開始

【総事業費】３１２，５３４千円（基金負担分 ３１２，５３４千円）

【目的】

医学生に対し地域医療への関心を喚起する教育を行うとともに、総合医の

育成にも取り組む。

【事業内容】

宮崎大学医学部に設置された地域医療学講座（寄附講座）が行う地域医療

学教育（医学教育）や地域の現場での臨床実習及び県立日南病院の地域総合

医育成サテライトセンターの円滑な運営に対し寄附を行う。

（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
計画額 小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額

312,534 63,307総事業費 89,000 45,000 75,000 209,000

312,534 63,307基金負担額 89,000 45,000 75,000 209,000

② 医師修学資金貸与事業
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【事業期間】平成２２年度開始

【総事業費】１９４，７１２千円（基金負担分 ４４，５３０千円、

県負担分 １５０，１８２千円）

【目的】

将来県内での勤務を希望する医学生に対し、医師修学資金を貸与すること

で本県の地域医療を担う医師の確保を目指す。

【事業内容】

国が打ち出した医学部定員増の方針を受けて本県が設けた宮崎大学（県内

枠５名 、長崎大学（県外枠２名）の計７名に対し、医師修学資金を貸与）

する。

（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
計画額 小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額

293,677 50,575 66,130 78,007 194,712 92,112総事業費

91,896 6,282 14,674 23,574 44,530 30,774基金負担額

〈平成２２年度補正予算による地域医療再生計画〉

③ 宮崎県地域医療支援機構運営支援

【事業期間】平成２３年度開始

【総事業費】６１，１１５千円（基金負担額 ２２，７５９千円、

県負担分 ４，６６３千円、国庫補助 ３３，６９３千円）

【目的】

本県の医師不足や医師の地域偏在を解消するため、県と宮崎大学、県医師

会、市町村で組織した宮崎県地域医療支援機構において医師の育成確保対策

を効果的に行う。

【事業内容】

① 医師配置等促進事業

医師修学資金貸与者等の医師を医師が不足する医療機関に配置する医師

配置調整会議の開催や専任医師による若手医師等への働きかけのあり方に

ついて検討する。

ウェブサイトや広報誌等を通じた、医師の求人・求職情報等の発信を強

化する。

② 医師招へい事業

本県の医師不足病院での勤務に関心を持つ県外在住医師に対し、直接訪

問や県内医療機関の視察案内等を行う。

③ 地域医師キャリア形成支援事業

地域医療に従事する医師及び臨床研修指導医のキャリア形成を支援する

ため、学会参加や専門医等の資格取得に要する経費を助成するとともに、

へき地病院等において、地域医療従事経験がある医師を指導医とする研修
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会を開催し、地域医療を担う医師を養成する。

④ 医学生臨床研修ガイダンス事業

県内出身等の医学生を対象に、へき地病院等での臨床実習やへき地医療

講演会等を実施する。

⑤ 臨床研修指導医養成事業

県内外から講師を招き、臨床研修の問題点や改善策の検討、研修プログ

ラムの作成、教育技法の習得等を内容とする指導医養成講座を実施する。

⑥ 臨床研修病院説明会事業

６つの基幹型臨床研修病院が「宮崎県臨床研修病院群」としてブースを

設置し、それぞれの研修プログラムや、研修後の進路等を医学生にＰＲす

る説明会を県内外で開催する （開催地で重点化を図る ）。 。

（参考 執行状況）

23年度 24年度 25年度
計画額 小計

支出済額 支出済額 予定額

158,839 19,467 41,648 61,115 50,694総事業費

51,696 9,738 13,025 22,759 17,102基金負担額

④ 看護教育の充実支援

・事業期間 平成２５年度事業開始

・事業費総額 １２１，１５１千円（基金負担分 １２０，８５７千円、

国庫補助 ２９４千円）

うち今回拡充分６９，７８５千円（基金負担分 ６９，７８５千円）

（目的）

看護師養成に携わる看護職員等の研修、学生の実習指導等に係る経費を支援し

看護基礎教育を充実させることにより、看護師の県内定着を促進する。

（事業内容）

看護教員養成講習会受講者の代替教員を雇用した場合の人件費の補助を行うと

ともに、専任教員の講義・演習内容の充実（資質の向上）や臨床現場との連携強

化を図るための研修や、学生の臨床実践能力を向上させるための実習施設におけ

る指導に係る経費等について支援する。

〈参考 これまでの取組〉

※平成２５年８月時点の情報であり、平成２５年１２月に変更している。

＜平成２２年度補正予算による地域医療再生計画＞

－医療人材の育成・確保－

【三次医療圏】

③ 看護教育の充実支援

【事業期間】 平成２３年度～２５年度
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【事業総額】 ５６，５６０千円（国庫補助 ２９４千円 基金負担分

５６，２６６千円）

【目的】

看護師養成に携わる看護教員等の研修支援、看護教育教材の整備支援を

行うことにより、基礎看護教育の充実及び資質の向上を図る。

【事業内容】

看護教員養成講習会受講者の代替看護職員を採用した場合の人件費の支援

を行うとともに、専任教員の講義・演習内容の充実（資質の向上）や臨床現

場との連携強化を図るため、県立看護大学における教育研修や実習施設にお

ける臨床研修等を実施する。

また、看護師等養成所において、学生が高度な技術を身につけるために

必要な図書、教材等の購入に必要な費用の一部を補助する。

（参考 執行状況）

計画額 23年度 24年度 小 計 25年度
支出額 支出額 予定額

総事業費 56,266 14,000 18,147 32,147 24,400

基金負担分 56,266 14,000 18,147 32,147 24,400

⑤ 医療従事者の勤務環境改善

・事業期間 平成２５年度事業開始

・事業総額 １４，２３３千円（基金負担分 ４，９１１千円 事業者負担分

９，３２２千円）

（目的）

院内保育所を整備することにより、働き易い職場環境を整えることによって、

医師や看護師の確保及び離職防止を図る。

（事業内容）

小林市立病院が行う院内保育所の整備を支援する。

（５）期待される効果

地域医療を担う医師や総合医の育成支援により今後、へき地や地域の中核病院に

勤務する医師の配置調整が進められる。

県内看護師等養成所において看護実践能力の高い看護師等が養成されることによ

り、県内の看護師の質の向上が図られる。

院内保育所を整備することにより、医師・看護師の確保と離職防止が図られる。
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がん対策

（１）現状の分析

平成２３年の本県のがんによる死亡者数は３，４８４人で、約３．７人に１人が

がんで死亡しており、昭和５７年以降、死亡原因の１位となっている。

、 、 、がんによる人口１０万人当たりの死亡者数は 年々増加しており 平成２３年は

３０９．１人となっている。

〔資料〕６大死因による死亡率（人口１０万人対）の年次別推移）

資料：宮崎県がん対策推進計画（改定）

本県では、がん診療連携拠点病院等を中心として地域の医療機関との連携の下、

相談支援・情報提供を含めたがん医療を行っているが、７つの二次医療圏のうち、

４つの二次医療圏にしか設置されておらず、二次医療圏の枠を超えた形でがん医療

を提供する必要があることから、医療計画及び「宮崎県がん対策推進計画（改定）

（平成２５年３月策定 」において、引き続き４つの「がん医療圏」を設定し、当）

該圏域におけるがん医療の充実を図っている。

がん診療連携拠点病院等のうち、宮崎大学医学部附属病院は、都道府県がん診療

連携拠点病院に指定されており、県内がん医療の中核を担っている。

また、地域がん登録については、全医療機関を対象に、平成２５年１月から開始

している。

さらに、本県では、平成２４年３月に、県の責務、市町村・県民等の役割、がん

「 」診療連携拠点病院等の整備・機能強化等が盛り込まれた 宮崎県がん対策推進条例

が、県議会提案により制定されたところである。
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〔資料〕がん医療圏

二次医療圏 がん医療圏 拠点病院等

延岡西臼杵 県北がん医療圏 県立延岡病院

日向入郷

宮崎東諸県 県央がん医療圏 宮崎大学医学部附属病院

西都児湯 県立宮崎病院

日南串間 県南がん医療圏 県立日南病院

都城北諸県 県西がん医療圏 国立病院機構都城病院

西 諸

※ がん登録… がん患者を対象に、診療情報およびその他の情報源から、

予め定めた項目について、情報を収集、整理し、それを集計、

解析することにより、がん医療、がん予防、がん対策を支援、

把握、評価する活動を言う。

わが国では、地域がん登録、院内がん登録及び全国臓器別

がん登録の３種類が行われている。

（２）課 題

地域がん登録については、現在のところ医療機関に届出の義務がない中で、参加

医療機関や届出数の増を図っていく必要がある。

（３）目 標

地域がん登録について、医療機関に対して届出方法の周知、届出内容の精度向上

を図る。

【数値目標】

（ ）項 目 現状（H23年） 目標値 H29年度

がんの75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対） ７９．４ ６８．４

（４）具体的な事業

地域がん登録の実施

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １２０，２１０千円（基金負担分 １２０，２１０千円）

うち今回拡充分 ３８，４２６千円（基金負担分 ３８，４２６千円）

（目的）
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がんの現状を把握し、がん対策の基礎となるデータを得るとともに、がん患者

に対して適切ながん医療を提供するための体制整備を図る。

（事業内容）

地域がん登録のために必要となる人材を育成し、県内のがん診療を行う病院か

ら情報を収集・整理し、登録を行う。

また、地域がん登録の届出事項の精度向上のための研修会や、がん患者の個人

情報の収集について理解を求めるため周知活動を行う。

〈参考 これまでの取組〉

〈平成２２年度補正予算による地域医療再生計画〉

－がん対策－

① がん検診体制の強化

・事業期間 平成２４年度

・事業総額 ８０，０００千円（基金負担分 ３０，０００千円、事業者負担分

５０，０００千円）

（目的）

本県の死亡原因の第１位となっているがん対策のため、ＣＴ検診車の導入を支援

し、がんの早期発見を推進する。

（事業内容）

宮崎県健康づくり協会のＣＴ検診車導入を支援し、県内のがん検診の充実・強化

を図る。

がん検診受診率の目標値は、胸部Ｘ線と合わせて５０％以上とする。

（参考 執行状況）

計画額 24年度 計 25年度
支出済額 予定額

総事業費 80,000 79,674 79,674 －

基金負担分 30,000 30,000 30,000 －

② 地域がん登録の実施

・事業期間 平成２４年度～

・事業総額 ８１，７８４千円（基金負担分 ８１，７８４千円）

（目的）

地域がん登録の実施により、県内の罹患データを収集し、地域の実情に応じたが

ん対策を展開する。

（事業内容）

地域がん登録のために必要となるシステムの整備を行い、県内のがん診療を行う

病院から情報を収集・整理し、登録を行う。

また、適切な事業実施のため、先進地における地域がん登録の状況等を視察・調
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査するとともに、導入のための検討会や協力病院との連携を図るための会議を開催

する。

（参考 執行状況）

計画額 24年度 小計 25年度
支出済額 予定額

総事業費 81,784 37,016 37,016 44,768

基金負担分 81,784 37,016 37,016 44,768

③ 都道府県がん診療連携拠点病院の体制強化・機能充実

・事業期間 平成２４年度～

・事業総額 ４５５，７９３千円（基金負担分 １４１，５５３千円、

事業者負担分 ３１４，２４０千円）

（目的）

都道府県がん診療連携拠点病院である宮崎大学医学部附属病院のがん診療部の人

員体制を強化するとともに、新たな医療機器の導入により、がん診療機能の充実を

図る。

（事業内容）

宮崎大学医学部附属病院のがん診療部の体制強化のため、医師及び検査技師各２

名ずつを新たに確保する。また、高度ながん診療機能を担えるよう医療機器の整備
を行う。

（参考 執行状況）

計画額 24年度 小計 25年度
支出済額 予定額

総事業費 455,793 169,058 169,058 286,735

基金負担分 141,553 75,363 75,363 66,190

④ 地域がん診療連携拠点病院等の機能の充実・強化

・事業期間 平成２４年度～２５年度

・事業総額 １，８３９，９００千円（基金負担分 ８８６，７７５千円、

事業者負担分 ９５３，１２５千円）

（目的）

専門的ながん医療提供体制の整備を行うため、がん診療連携拠点病院等の機能の

充実・強化を図る。

（事業内容）

地域がん診療連携拠点病院である県立宮崎病院及び国立病院機構都城病院並びに

、県がん診療指定病院である県立日南病院及び県立延岡病院の医療機器の整備を行い

高度な医療提供体制の充実・強化を図る。
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（参考 執行状況）

計画額 24年度 小計 25年度
支出済額 予定額

総事業費 1,839,900 887,198 887,198 962,000

基金負担分 886,775 538,500 538,500 348,275

（５）期待される効果

地域がん登録の精度向上により、正確ながんの罹患状況を把握・分析でき、がん

患者に対して適切ながん医療を提供するための基礎データの収集が可能となる。
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精神疾患対策

（１）現状の分析

平成２３年の本県における精神病床の平均在院日数（病院報告）は３５７．５日

で、全国平均の２９８．１日と比べ極めて長く、全国でも９番目に長期である。

また、精神疾患を発症してから治療開始までの期間である精神病未治療期間

（ＤＵＰ）が長いほど精神疾患の予後は不良であるといわれており、全国のＤＵＰ

は１７．３か月（平成２０年 厚生科学研究事業)であるのに対し、本県では、

３４．０か月（平成２３年１月 宮崎県精神保健福祉センター調べ）と長く、急性

期における治療の遅れが重症化、慢性化を招き入院期間の長期化に繋がっていると

思われる。

平成２４年度に策定した「宮崎県医療計画」においては、精神科病院に入院して

いる患者の１年未満の入院者の平均退院率（精神保健福祉資料）を平成２０年度の

． ． 。６８ ７％から７３ ０％に引き上げることを目標として様々な取組を行っている

〔資料〕平均在院日数（精神病床）

資料：病院報告

（２）課 題

精神疾患の早期発見や早期治療の開始、早期退院に努めるとともに、退院後は医

療の提供を受けながら、安心した地域生活を送ることができるよう、地域支援体制

の充実等に取り組んでいるが、精神科の急性期診療体制は不十分である。

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

全　国 373.9 363.7 348.7 338.0 327.2 320.3 317.9 312.9 307.4 301.0 298.1

宮崎県 454.6 459.5 449.8 437.2 391.9 394.2 394.5 387.8 377.1 365.9 357.7

250.0 

300.0 

350.0 

400.0 
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500.0 

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

全 国

宮崎県
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（３）目 標

精神科の一般病棟から急性期治療病棟への転換を図り、早期に退院できる診療体

制の確保等、質の高い入院医療への機能分化を進め、精神科入院医療の中心となる

急性期において、早期退院を前提としたより身近で利用しやすい精神科医療を展開

することにより、入院の長期化を抑制し、早期に入院外治療に移行させる。

【数値目標】

項 目 現状(平成20年度) 目標値(平成29年度)

精神科病床の

１年未満入院者の平均退院率 68.7％ 73.0％

（４） 具体的な事業

精神科急性期治療病棟の整備・改修等

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １００，０００千円（基金負担分 ３７，５５０千円、

事業者負担分 ６２，４５０千円）

（目的）

急性期治療病棟の整備により、初発や急性増悪時など疾患や病状に応じた集中

的な質の高い入院治療及び環境が提供されることにより、早期の社会復帰及び在

院日数の短縮を図る。

（事業内容）

精神科入院医療の質の向上のため、精神病床の機能分化に対応した精神科急性

期治療病棟の整備・改修を支援する。

・ 当該病棟の多床室から個室化への病室の整備促進

・ 当該病棟の隔離室の整備 等

（５）期待される効果

在院日数の短縮による早期退院が図られることにより、精神科病院へ長期入院す

ることにより生じる家族機能の低下や地域社会からの支援の喪失が阻止でき、早期

の社会復帰や地域生活を取り戻すことに繋がる。

また、医療コストの増大を抑制することができる。
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救急医療対策

（１）現状の分析

① 救急医療体制等

本県では、医師不足が救急医療の現場に大きな影響を及ぼしており、十分な体

制が確保できない状況となっている。

休日・夜間における初期救急医療体制については、市町村等が設置する７つの

休日夜間急患センターと地区医師会の協力の下実施される在宅当番医制により対

応しているが、下表のとおり深夜帯等における救急患者の受入体制について、ま

だ十分とは言えない状況にある。

〔資料〕休日夜間急患センター等の状況

名 称 診療科目 診察日 診療時間

宮崎市夜間急病センター 内科・外科・小児科 毎日 19時～翌7時

都城救急医療センター 内科・外科・小児科 毎日 19時～翌7時

延岡市夜間急病センター 内科 毎日 19時30分～23時

小児科 毎日 金曜の内科・外科は

外科 月～金 翌日7時まで（内科は

、 、 ）水曜 木曜 土曜も

土曜の内科・外科は1

4時～18時も

日南市初期夜間急病セン 内科 毎日 19時～22時

ター 小児科 休日

日向市初期救急診療所 内科・外科 月～金 19時30分～21時30分

西都児湯医療センター 内科 金 19時～23時

外科 毎日 19時～23時

西諸医師会急病診療体制 内科 月～金 19時～22時

小児科 休日 9時～12時

第二次救急医療体制については、救急告示施設とあわせ、二次医療圏ごとに病

院群輪番制方式又は共同利用型病院方式により、休日・夜間の第二次救急を担う

体制を構築しているが、医師不足により一部診療科を休診せざるを得ない状況も

出るなど厳しい状況にある。

また、初期救急医療体制で対応できない深夜帯等の救急患者を第二次救急医療

施設で受け入れざるを得ないという状況も発生している。

第三次救急医療体制については、救命救急センターが設置されている県立宮崎

病院、県立延岡病院及び宮崎大学医学部附属病院で対応している。

このうち、宮崎大学医学部附属病院救命救急センターは、地域医療再生基金を

活用して、設備整備等を行い、平成２４年４月から開所しており、入院患者は、
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年間５，２０６人で病床稼働率は、７３．１％と順調に運営されている。

医療スタッフも当初より大幅に増員され、現在は、医師１６名、看護師４７名

と飛躍的に充実してきている。

当該センターの運営は、上記のとおり順調に推移しているが、県立宮崎病院及

び県立延岡病院も含めて、初期・二次救急医療施設で対応できない患者を受け入

れざるを得ない状況が発生している。

② ドクターヘリの運航

地域医療再生基金を活用し、平成２４年４月にドクターヘリの運航を開始した

ところであり、年間３７９件（１日当たり１件）の出動があり、ほぼ県内全域か

ら出動の要請があり、出動している。

運航開始から１年以上を経過し、特にトラブル等もなく順調に運航されている

が、本県は、県土の大部分を占める７６％が森林地帯であり、林産業が盛んであ

ることから、山間部での作業中の労務災害や、登山中の滑落事故等も多い。

また、県内全市町村に３６０箇所のランデブーポイントを設置しているが、山

間部は、平地が少なく、当該ポイントが少ない状況にあり、ドクターヘリが降り

ることのできない山間部での救助を伴う事案については、防災救急ヘリとドクタ

ーヘリが連携を図りながら対応している。

〔資料〕 ドクターヘリ運航実績（H24.4.18～H25.4.17：365日間）
要請機関名 ①出動件数 ①の内訳

飛行後キャンセル現場出動 転院搬送

40 38 2宮崎市消防局

47 26 21都城市消防局

49 2 46 1延岡市消防本部

40 19 21日南市消防本部

42 23 18 1日向市消防本部

17 11 5串間市消防本部

20 19 1西都市消防本部

39 35 4宮崎県東児湯消防組合消防本部

41 17 24西諸広域行政事務組合消防本部

0西米良村

3 3諸塚村

5 5椎葉村

1 1椎葉村（上球磨消防本部）

4 4美郷町

18 5 12 1高千穂町

4 3 1日之影町

2 2五ヶ瀬町

372 199 167 6出動件数合計（消防のみ）

7 7その他 宮崎大学( )

379 199 174 6出動件数合計 消防＋宮崎大学（ ）
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※出動前キャンセル86件（天候不良33件、時間外21件、重複要請27件等）あり

（２）課 題

① 救急医療体制等

初期救急医療体制については、全ての医療圏で休日夜間急患センターが整備さ

れているが、医師不足等によりセンターによって、診療科目や診療日・時間等が

異なっている。

そのため、これまで、地域医療再生計画に基づき、医師確保対策を推進してき

ているが、体制が充実するまでには至っていない。

特に、延岡市夜間急病センターについては、他の二次医療圏の医師による診療

支援を実施しているが、圏域内での医師の確保は実現できていない。

このような状況は、第二次・三次救急医療機関の医師の負担増にもつながって

おり、医師確保等による受入体制の充実・強化が課題となっている。

また、施設・設備が老朽化している休日夜間急患センターも残されている。

第二次救急医療体制についても、初期救急と同様、医師不足により一部診療科

を休診せざるを得ないなど、大変厳しい状況にあることから、医師確保を始めと

する受入体制の充実が課題となっている。

第三次救急医療体制については、宮崎大学医学部附属病院は、これまでの地域

医療再生計画の推進により、飛躍的に体制整備が進んだところであるが、県内の

救急医療体制整備のためには、救急専門医やコメディカル等の育成及び県内への

供給機能を一層強化することが重要な課題であり、救急専門医の育成体制やコメ

ディカル等も含めた研修の充実・強化を図り、本県の中核的三次救急医療施設と

しての機能を向上させる必要がある。

② ドクターヘリの運航

ドクターヘリの導入にあたっては、これまで基地病院となる同病院のヘリポー

、 、ト整備や搭乗する医師・看護師の研修 消防機関職員への研修等を行ってきたが

今後も引き続き、いかに円滑かつ安全な運航を確保するか、そして、重複要請事

案や救助を伴う案件（特に、山間部での案件）について、防災救急ヘリとの連携

をうまくやっていくかが大きな課題となる。

また、導入後、隣県との連携も進んできており、今年度、鹿児島県との連携マ

ニュアルを作成の上、連携運用を開始した。今後、隣県の熊本県や大分県との連

携、更には今年度、佐賀県での導入をもって、九州全域で整備される予定である

が、将来的には九州全域での連携を視野に、どのような運用を行っていくかが課

題となる。

そのため、引き続き運航に係る経費について支援するとともに、防災救急ヘリ

のホイスト訓練（※）の実施等、防災救急ヘリとの連携強化を図る必要がある。

※ ホイスト訓練とは、医師が傷病者の初期治療を行うため、ヘリから降下す

る訓練を行うこと。
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（３）目 標

県内の初期・二次・三次救急医療機関の各々の機能分担の適正化と診療体制の強

化を行い、医師の負担軽減を図る。

本県の中核的役割が期待される宮崎大学医学部附属病院の救命救急センターの機

能を一層向上させ、総合救急医等を育成・確保する仕組みを構築し、救急医療やへ

き地医療等地域で必要とされる医師を、地域の医療機関へ大学から安定的に派遣で

きる体制の強化を図る。

また、同病院を拠点に、救急・災害医療に従事する全ての業種に研修を実施する

ことにより、本県の救急・災害医療体制の充実・強化を図るとともに、様々な業種

の人がお互い「顔の見える関係」を築き、救急や災害時等いざというときに備える

体制整備を図る。

ドクターヘリの運航について、防災救急ヘリとの十分な連携を図ることにより、

重複要請によるキャンセル事案を、計画終了までに２７件（運航開始日から１年間

の件数）から半減させるとともに、より迅速に医療スタッフを現場に投入し、患者

に処置を施せる体制を築くことにより、更なる救命率の向上等を目指す。

（４）具体的な事業

（ア）初期・第二次救急医療機能の充実・強化

総事業費 ３６０，００７千円（基金負担分 ３００，３７６千円、国庫補助

３２，６３１千円、事業者負担分 ２７，０００千円）

うち今回拡充分 １７４，０００千円（基金負担分 １４７，０００千円、

事業者負担分 ２７，０００千円）

（目的）

初期救急医療機関の医師確保に要する人件費及び施設整備に対して、支援を行

うとともに、第二次救急医療機関の勤務医の処遇改善を支援することにより、こ

れらの医療機関の診療機能の充実・強化を行い、第二次・三次救急医療機関の医

師の負担軽減を図る。

〈拡充する事業〉

① 他圏域からの医師確保

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ２０，０００千円（基金負担分 １５，０２０千円、

事業者負担分 ４，９８０千円）

（事業内容）

他の医療圏域から、非常勤等として、延岡市夜間急病センターに勤務する医

師を確保するための人件費等を支援する。

② 医師の処遇改善

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ７５，１００千円（基金負担分 ７５，１００千円）
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（事業内容）

（ 、 、日向入郷圏域の第二次救急医療の中心となる３病院 千代田病院 和田病院

済生会日向病院）を対象に、救急勤務医の当直手当を対象に支援する。

＜参考 これまでの取組＞

※平成２５年８月時点の情報であり、平成２５年１２月に変更している。

〈平成２１年度補正予算による地域医療再生計画〉

－宮崎県北部医療圏（一部、日向入郷医療圏を含む）－

【他圏域からの医師確保】

・ 平成２２年度事業開始

・ 事業総額 ４０，０００千円（基金負担分 ４０，０００千円）

（目的）

延岡市夜間急病センターの運営に関して、他の医療圏域の医師に、非常勤

等としての協力を仰ぎ、診療体制の強化を図る。

（事業内容）

他の医療圏域から、非常勤等として、延岡市夜間急病センターに勤務する

医師を確保するための人件費を支援する。

他の医師確保策等と併せ、平成２５年度までに、同センターの深夜帯診療

日・時間帯の拡大を目指す。

（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
計画額 小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額

総事業費 40,000 6,262 5,210 11,945 23,417 9,900

基金負担分 40,000 6,262 5,210 11,945 23,417 9,900

【医師の処遇改善】

・ 平成２２年度事業開始

・ 事業総額 ２６１，０００千円

（国庫補助 ６２，１８４千円、基金負担分 １９８，８１６千円）

（目的）

日向入郷圏域の２次救急医療を中心となって支える３病院の勤務医の処遇

、 、 。改善により 勤務医の士気を高めるとともに 新たな医師の確保につなげる

（事業内容）

（ 、 、日向入郷圏域の２次救急医療の中心となる３病院 千代田病院 和田病院

済生会日向病院）を対象に、勤務医の当直手当を対象に支援する。

新たな医師の確保等、各病院の救急医療体制の強化により、圏域を越えた

県立延岡病院への救急患者搬送割合を、平成２５年度までに５％以上減らす

ことを目指す。
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（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
計画額 小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額

総事業費 261,000 33,678 37,221 42,184 113,083 39,607

基金負担分 198,816 22,453 25,255 37,144 84,852 35,207

③ 日南市初期夜間急病センター診療機能の充実・強化

・事業期間 平成２５年度

・総事業費 ５４，０００千円（基金負担分 ２０，２７７千円、

事業者負担分 ３３，７２３千円）

（事業内容）

日南市初期夜間急病センターの建て替えを支援することにより、当該センタ

ーの診療機能の充実・強化を図るとともに、県立日南病院に設置された宮崎大

学医学部地域総合医育成サテライトセンターの研修の場としての機能充実を図

る。

（イ）救急医等の確保・育成

総事業費 ５０，８９６千円（基金負担分 ５０，８９６千円）

（目的）

救急医等の確保・育成経費を支援することにより、更なる当該センターの診療

機能の充実・強化を行い、県全体の救急医療体制の充実・強化を図る。

① 救急医等の確保・育成

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ５０，８９６千円（基金負担分 ５０，８９６千円）

（事業内容）

総合救急医及び総合外傷医を確保・育成するための教育体制を構築するた

め、宮崎大学において、指導医確保に要する人件費等を支援する。

（ウ）ドクターヘリ運営の充実と防災救急ヘリとの連携強化事業

総事業費 １，０４６，６６３千円（基金負担分 ７４６，５８０千円、

， 、 ， ）国庫補助 ２８７ ６０３千円 事業者負担分 １２ ４８０千円

うち今回拡充分 ４２１，９４８千円（本計画による基金負担分

１５６，８６８千円、平成２１年度補正予算による基金負担分１４８，６９１

千円、国庫補助 １１６，３８９千円）

（目的）

ドクターヘリの運航経費並びに防災救急ヘリとの連携強化に資する訓練経費を

支援することにより、今後も継続して、円滑かつ安全な運航の確保、広域連携の

推進、及び防災ヘリとの連携を含めた救急医療体制の充実・強化を図る。
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〈拡充する事業〉

① ドクターヘリ運営の充実

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ４１７，４４２千円（本計画による基金負担分 １５２，３６２

千円、平成２１年度補正予算による基金負担分１４８，６９１千円、国庫補

助 １１６，３８９千円）

※ 今後の運用益により発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財源とすべき額が不足

し、上記の基金負担額に満たないこととなった場合は、宮崎県負担により事業を実施する。

（事業内容）

ドクターヘリの運航経費を引き続き支援することにより、円滑かつ安全な運

航の確保と広域連携の推進を図る。

〈参考 これまでの取組〉

※平成２５年８月時点の情報であり、平成２５年１２月に変更している。

＜平成２１年度補正予算による地域医療再生計画＞

－宮崎県北部医療圏（一部、日向入郷医療圏を含む）

④ ドクターヘリの導入・運営

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ７１３，２９６千円（国庫補助 ２４７，８２９千円、

基金負担分 ４５８，２２０千円、事業者負担分

７，２４７千円）

医師不足が、救急医療体制の確保に深刻な影響を与えていることから本県

では、幅広い診療科の医師の養成・確保を図りつつ、同時に、特に救急医療

の現場で活躍できる医師の養成・確保策を重点的に推進する。

そのような観点から、宮崎大学医学部附属病院の救急部門の強化（救命救

急センター化）を支援（※これについては、別の地域医療再生計画に計上）

するとともに、ドクターヘリを導入・運営する。

ドクターヘリの導入は、本県の救急医療機能の向上に資することはもちろ

ん、救急医を志す若手医師等の確保という観点からも、高い効果が期待でき

る。

（宮崎大学医学部によれば、若手医師の救急医療志向は根強く、同大学に

おいても、毎年度、６～７名程度の救急医療志向の医師が、県内に、魅力あ

る研修先がないなどの理由で、県外に流出している ）。

なお、平成２２年度は、ドクターヘリの導入の準備として、ヘリポートの

設置、ヘリの運営スタッフの確保と研修、県内各地域の救急隊の研修を実施

することとしており、平成２３年度の運営開始を目指す。

（参考 執行状況）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
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計画額 支出済額 支出済額 支出済額 小計 予定額

総事業費 713,296 12,683 191,572 190,493 394,748 229,967

基金負担分 458,220 12,683 173,187 121,795 307,665 134,153

＜平成２２年度補正予算による地域医療再生計画＞

－救急医療対策－

① 宮崎大学医学部附属病院における施設・設備整備の拡充

・事業期間 平成２３年度～２４年度

・事業総額 ９０６，０３２千円（国庫補助 ３１，８３９千円

基金負担分 ４８１，８３４千円、事業者負担分 ３９２，３５９千円）

（目的）

救命救急センターの設置及びドクターヘリの導入を行う宮崎大学医学部

附属病院を本県の第三次救急医療を担うにふさわしい施設とするため、同

病院におけるヘリポート等の施設整備や医療機器等の設備整備の支援を行

う。

ヘリポートについては、台風や集中豪雨等に対応するための格納庫設置

場所に地上型ヘリポートを整備するとともに、ドクターヘリの救命効果を

より高めるため、救命救急センター近傍に屋上型ヘリポートを整備する。

これにより、救命率の向上はもちろん、大規模災害時等において、防災ヘ

リ等と連携しながら、重症患者の広域医療搬送等が可能となり、災害時医

療における同病院の中核的機能の向上も図られる。

（事業内容）

宮崎大学医学部附属病院において、ドクターヘリ基地病院機能の充実・

強化のために必要となるヘリポートや給油施設、交信員施設等の整備を支

援するとともに、救命救急センター機能の充実・強化のために必要となる

医療機器等の設備の整備を支援し、本県の第三次救急医療体制の機能向上

を図る。

（参考 執行状況）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

計画額 支出済額 支出済額 支出済額 小計 予定額

総事業費 906,032 - 352,357 125,362 477,719 -

基金負担分 481,834 - 352,357 125,362 477,719 -

③ ドクターヘリ場外離着陸場の調査

・事業期間 平成２３年度

・事業総額 ７，８００千円（基金負担分 ７，８００千円）

（目的）

ドクターヘリ導入後の円滑な運航を図るためには、ドクターヘリの離着
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陸が可能な場所（場外離着陸場）をあらかじめ把握しておくことが必要で

あり、宮崎大学医学部附属病院において行う当該場所の調査を支援する。

（事業内容）

同病院において実施するドクターヘリの離着陸が可能な場所（約３００

箇所）の調査及び台帳作成等を支援する。

（参考 執行状況）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

計画額 支出済額 支出済額 支出済額 小計 予定額

総事業費 7,800 - 7,665 - 7,665 -

基金負担分 7,800 - 7,665 - 7,665 -

④ 場外離着陸場への看板等整備

・事業期間 平成２４年度～２５年度

・事業総額 ２０，０００千円（基金負担分 ２０，０００千円）

（目的）

ドクターヘリに関する啓発と併せ、ドクターヘリの場外離着陸場におけ

る看板設置により住民への周知を図るとともに、離着陸等に必要な整地等

により、ドクターヘリの導入後の円滑な運航を図る。

（事業内容）

ドクターヘリに関する啓発と併せ、市町村が場外離着陸場に緊急時の離

着陸場である旨を示す看板を設置する事業を支援し、住民への周知を図る。

また、市町村が行う場外離着陸場の整地等を支援し、ドクターヘリの円

滑な運航を図る。

（参考 執行状況）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

計画額 支出済額 支出済額 支出済額 小計 予定額

総事業費 20,000 - - 4,280 4,280 10,000

基金負担分 20,000 - - 4,280 4,280 10,000

⑤ ドクターヘリに関する啓発

・事業期間 平成２４年度～２５年度

・事業総額 ３，６００千円（基金負担分 ３，６００千円）

（目的）

ドクターヘリの担う役割やその重要性等につき、広く県民への啓発を図

ることにより、ドクターヘリ導入後の円滑な運航を目指すとともに、ＮＰ

Ｏ法人等が行う救急医療の適正受診等に関する啓発事業を引き続き支援す
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ることにより、救急医療全般に対する県民の理解と協力を深める。

（事業内容）

ドクターヘリの役割等について県民に理解を深めてもらうため、県内６

箇所でシンポジウムを開催する。また、新聞等の各種媒体を活用し、啓発

を行う。

（参考 執行状況）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

計画額 支出済額 支出済額 支出済額 小計 予定額

総事業費 3,600 - - 1,014 1,014 1,800

基金負担分 3,600 - - 1,014 1,014 1,800

② 防災救急ヘリとの連携強化

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ４，５０６千円（基金負担分 ４，５０６千円）

（事業内容）

全国の先進地等での防災救急ヘリのホイスト訓練参加等に係る経費を支援す

ることにより、防災救急ヘリとの連携強化を図る。

（エ）都城市郡医師会病院等移転整備事業に係る機能強化等への支援

総事業費 ５，４９５，７００千円（基金負担分 １，３５１，１１１千円、

事業者負担分 ４，１４４，５８９千円）

うち今回拡充分 ７６８，６００千円（基金負担分 １５１，１１１千円、

事業者負担分 ６１７，４８９千円）

（目的）

、 （ 、平成２１年度補正予算による地域医療再生計画において 県西部 都城北諸県

西諸）の拠点病院としての位置付けを有する都城市郡医師会病院の移転整備によ

る二次救急医療機能の強化を計画していたが、東日本大震災を踏まえた耐震構造

から免震構造への設計変更、平成２４年４月に開始したドクターヘリの円滑な運

航に資するための屋上へリポート設置、大震災の影響による建設コスト高騰を主

因として、当初計画事業費を大幅に上回ることが避けられなくなったため、必要

な事業費を追加支援することにより、事業の円滑な実施を図る。

〈拡充する事業〉

① 都城市郡医師会病院等移転整備事業に係る機能強化等への支援

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ７６８，６００千円（基金負担分 １５１，１１１千円、

事業者負担分 ６１７，４８９千円）
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（事業内容）

当初計画から増額した移転整備事業費の一部について追加支援する。

＜参考 これまでの取組＞

※平成２５年８月時点の情報であり、平成２５年１２月に変更している。

＜平成２１年度補正予算による地域医療再生計画＞

－都城北諸県医療圏（一部、西諸医療圏を含む）－

① 都城市郡医師会病院・都城救急医療センター・都城健康サービスセンターの

一体的移転整備事業を支援

・平成２４年度事業開始（平成２４年度着工、平成２５年度完成予定）

・事業総額 ７，５０３，１７５千円

（国庫補助 １２５，６２５千円 基金負担分 １，２００，０００千円

事業者負担分 ６，１７７，５５０千円）

本圏域の中核的な救急医療医療施設である都城市郡医師会病院等の一体的な

移転整備事業を支援する （本圏域の現状・課題で整理した実情を踏まえ、特。

に、２次救急医療機能の強化（２．５次的な医療機能の整備）と小児救急医療

機能の強化部門を本基金による支援対象としている ）。

なお、圏域のほぼ中央、都城インターチェンジ近くへの移転が計画されてお

り、他の医療圏からの救急患者を含め、広域をカバーする医療施設として、ア

クセスの向上も図られる予定である。

※本移転整備事業は 「定住自立圏」構想（総務省）に位置づけられている事、

業である （平成２０年１０月に先行実施団体として選定されている ）。 。

（参考：執行状況）

当該事業に対する補助については、建物部分工事費に対してのみ行うこととし

ている。 ※事業総額は土地取得費、設計費及び設備費等を含んだ総額。

当該工事費の計画額：４，７２７，１００千円

（うち基金負担分：１，２００，０００千円）

当該工事については、平成２５年２月に入札を実施し、平成２４年度中に着工

予定であったが、震災後の建設コスト高騰などを要因に入札が不落となったこと

から、平成２５年６月に再入札を実施し、平成２７年２月竣工・平成２７年４月

開業（当初計画から１年遅れ）を目指す予定。
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（５）期待される効果

初期・第二次・三次救急医療機関の各々の機能分担の適正化と診療体制の強化が

図られ、更なる医師の確保が期待される。

延岡西臼杵医療圏においては、他の医療圏域の医師に非常勤等としての協力を仰

ぐことにより、延岡市夜間急病センターの診療体制の強化が図られ、深夜帯診療日

・時間帯の拡大が期待される。

日向入郷圏域の第二次救急医療を中心となって支える３病院の勤務医の処遇改善

により、当該３病院による輪番制での救急医療体制の再確立を目指すとともに、勤

務医の士気を高めることで、新たな医師の確保につながることも期待される。

日南・串間医療圏においては、日南市初期夜間急病センターが初期救急医療施設

としての機能を発揮し、機能分担の適正化が図られるとともに、地域総合医の研修

、 。の場としての機能を十分に発揮し 地域総合医の育成に寄与することが期待される

本県の救急医療の中核的役割を担う宮崎大学医学部附属病院の救命救急センター

の機能を一層向上させることにより、救急医療をめざす若手医師の確保が期待され

る。

ドクターヘリと防災救急ヘリとの連携強化等により、重複要請事案への対応や、

より迅速に医療スタッフを現場に投入し患者に処置を施すことで、救命率の向上等

が期待される。

県西部（都城北諸県・西諸）の拠点病院としての位置付けを有する都城市郡医師

会病院の移転整備により、二次救急医療機能の強化（２．５次的医療機能の整備）

と小児救急医療の強化が図られ、救急搬送患者の受入増が期待される。
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重症心身障がい児（者）等対策

（１）現状の分析

本県における重症心身障がい児・者（以下「重心児」という ）の入所施設は、。

県内に２箇所（独立行政法人国立病院機構宮崎病院１２０床及び社会福祉法人愛泉

（ ） 、会日南病院１２０床 平成１４年７月に国立療養所日南病院から経営移譲 あるが

平成２３年４月１日現在、入所している重心児は２２８名であり、満床に近い状況

が常態化している。

〔資料〕重心児の入所者数の推移

（単位：人）

H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1

217 214 219 225 228

一方、近年の在宅志向の高まり等を背景に、在宅重心児を対象とした短期入所事

業や通園事業等の在宅サービスへの登録・利用者数は、年々増加する傾向にある。

本県が平成２０年に重心児の保護者に実施したアンケート調査においても、在宅

サービスに対するニーズが特に高い状況が見られた。

〔資料〕重心児通園事業（Ｂ型）の年間延べ利用者数の推移

（単位：人）

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

3,024 3,232 4,147 4,345 4,376 4,538

、 、 、また 発達障がい児の早期発見・早期支援体制については 相談支援窓口として

「 」 、 、県内３箇所に 発達障害者支援センター を設置し 相談支援に当たっているほか

発達障がいに関わる診断を医療機関で実施しているが、年々、相談が急増している

ことから、約３か月から１１か月待ちの長期の医療受診・相談待機者が出てきてい

る状況にある。

〔資料〕発達障害者支援センターの相談支援件数の推移

（単位：件）

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

3,118 4,634 5,289 5,835 6,203

（２）課 題

重心児の入所施設をはじめとする重心児関連機関における医療技術・療育の高度

化・専門性の向上が求められていることから、医療技術等の研鑽の取組や重心児医

療に係る人材の育成を充実していく必要がある。
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また、発達障がい児への対応ニーズが急増する中、全県的に、相談、診断、訓練

の機能が不足しており、発達障がい児への支援体制の構築が必要である。

こうした重心児や発達障がい児等の障がい児医療を担う小児科医は重複している

ことが多く、人数も少ないため、発達障がい児等の増加で重心児医療への対応が不

十分となる恐れがあるため、専門医の育成・確保を図る必要がある。

（３）目 標

重心児・小児精神医療に係る医療従事者等の人材の育成・確保を図るとともに、

発達障がい児・者支援機関の臨床心理士等の増員、発達障がい児・者支援機関等へ

の小児科医の派遣等により重心児・小児精神医療体制の充実強化を図る。

（４）具体的な事業

① 重心児・小児精神医療体制の強化

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 ５９，７８３千円（基金負担分 ５２，２８３千円、事業者負担分

７，５００千円）

（目的）

重心児医療・療育サービスの向上のための専門研究や人材の育成・確保の取組

を強化することにより、県内の重心児医療体制の充実強化を図る。

また、発達障がい児・者支援機関の臨床心理士等の増員や発達障がい児・者支

援機関等への小児科医の派遣等により小児精神医療体制を充実強化し、発達障が

い児の早期発見・早期支援を促進することにより長期医療受診・相談待機者の解

消を図る。

（事業内容）

重心児支援の拠点施設である重心児の入所施設における新たな医療技術や訓練

等の調査研究、当該施設の医師、短期入所サービス施設の職員等の研修に対する

支援を行う。

また、発達障がい児・者支援機関の臨床心理士等の増員や発達障がい児等の支

援に関わる人材の育成を支援するとともに、発達障がい児・者支援機関等への小

児科医の派遣等を行う。

〈参考 これまでの取組〉

〈平成２２年度補正予算による地域医療再生計画〉

－重症心身障がい児・者対策－

① 重心児支援拠点施設の機能強化

・事業期間 平成２３年度～２５年度

・事業総額 １，２５５，２１５千円（基金負担分 １７７，３６９千円

事業者負担分 １，０７７，８４６千円）

（目的）
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重心児支援の拠点である重心児入所施設について、施設の改修等、医療・療

育環境を改善することにより、本県における重心児支援体制の充実・強化を図

る。

（事業内容）

入所施設である社会福祉法人愛泉会日南病院の老朽化した施設・機器の改

修、更新を支援し、重心児支援の県内での拠点機能の強化を促進する。

（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額
計画額

総事業費 1,255,215 ─ ─ 558,075 558,075 0

基金負担分 177,369 ─ ─ 177,369 177,369 0

② 重心児支援施設運営への新規参入促進

・事業期間 平成２４年度～２５年度

・事業総額 １００，０００千円（基金負担分 ２７，５００千円

事業者負担分 ７２，５００千円）

（目的）

重心児の保護者等からのニーズが高い短期入所をはじめとした在宅サービス

を新たに行う医療機関等を増やし、県内のサービス提供機能の強化を図る。

（事業内容）

短期入所等在宅サービスを新たに行う医療機関等の施設・設備整備に係る支

援を行う。

（参考 執行状況）

22年度 23年度 24年度 25年度
小計

支出済額 支出済額 支出済額 予定額
計画額

総事業費 100,000 ─ ─ 0 0 100,000

基金負担分 27,500 ─ ─ 0 0 27,500

（５）期待される効果

重心児医療体制が充実強化されることにより、医療・療育サービスの向上が図ら

れる。

小児精神医療体制が充実強化されることにより、発達障がい児の早期発見・早期

支援を促進するとともに長期医療受診・相談待機者の解消が図られる。
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宮崎県の地域医療を守り育てる条例の普及啓発

（１）現状の分析

医師不足が救急医療を始め、地域医療に大きな影響を及ぼしており、十分な体制

確保ができていない状況となっている。

平成２３年度の宮崎市夜間急病センター利用実態調査によると、内科・小児科で

翌日まで受診を待てたと考えられる軽症患者が全患者の７３％に及ぶとともに、内

科の約１／３、小児科の約１／５が「昼間に時間がない」が受診理由であった。

このように、不要不急の時間外の受診が数多く見られたところであり、日常的な

診療や健康管理等を行う身近な医師・医療機関、いわゆるかかりつけ医を持つ必要

性が確認された。

そのような中、平成２５年３月に宮崎県議会において、都道府県としては、全国

で２番目となる「宮崎県の地域医療を守り育てる条例 （以下「条例」という ）」 。

が議会提案により可決され、同年３月２８日から施行されている。

、 、この条例には 深刻な状況にある地域医療を守り育てるために県の責務や市町村

医療機関、県民の役割などが規定されている。

【県民の役割（条例第６条 】）

○ 自らの地域の医療の現状を理解し、安易な夜間、休日等の時間外受診を

控えるなど、限りある医療資源を地域の財産として大切にするとともに、

かかりつけ医（日常的な診療、健康管理等を行う身近な医師をいう ）を。

持つなど、医療従事者との信頼関係の構築に努めること。

○ 疾病の予防、早期発見のため、適切に検診、健康診査及び保健指導を受

けるとともに、健康及び医療に関する基本的な知識を学ぶこと等により、

健康づくりに努めること。

○ 県民は、地域の医療提供体制を支える一員であることを認識し、共に支

え合い、かつ、助け合う地域コミュニティの構築に努めること。

（２）課 題

条例施行を契機に、安易な時間外受診の抑制やかかりつけ医を持つこと等につい

て、さらに県民への普及啓発に取り組んでいく必要がある。

【これまでに県単独で実施している事業】

○ オピニオンリーダー育成・強化事業（平成２１年度～）

救急医療体制の確保・医師の負担軽減に資する事業を行うＮＰＯ法人等の

団体又は市町村に対し補助金を交付

○ 訪問救急教室委託事業（平成２１年度～）

、 、救急医療の利用適正化を啓発するため 医師等が保育所や幼稚園に出向き

保護者等を対象に講座を開催。県医師会委託。
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（３）目 標

条例の趣旨を広く県民へ周知することにより、地域の医療提供体制を互いに支え

合う意識の醸成に努め、ひいては、県民の安全・安心な暮らしの確保につなげる。

【基本理念（条例第２条 】）

○ 医療従事者、医療機関等の医療資源(以下「医療資源」という。) は、

地域社会の重要かつ不可欠な財産であることに鑑み、県、市町村、医療機

関、県民等が一体となり、地域社会全体で守り育てること。

○ 県民が、いつでも、どこでも必要な医療サービスが受けられる医療体制

を確立すること。

○ 県民の健康の保持増進は、県民自らが生涯にわたって日常生活において

健康の増進、疾病の予防等に取り組むことを基本とすること。

（４）具体的な事業

地域医療を守り育てる条例の普及啓発

・事業期間 平成２５年度事業開始

・総事業費 １１，２７６千円（基金負担分 １１，２７６千円）

（目的）

救急医療の適正受診、救急車の適正利用、安易な時間外（休日・夜間等）受

診の自粛を図るとともに、かかりつけ医を持つことや、適切な健診、健康診査

等を受けること等について、県民に広く周知することにより、受診行動の改善

や健康づくりを促進する。

（事業内容）

県民に直接訴えるテレビＣＭを制作・放映すること等により、県民への普及

啓発の取組を推進する。

具体的な内容

・ 県内の地域医療が医師の献身的な努力によって支えられていること。

・ 安易な時間外（休日・夜間等）の受診を控えること。

・ かかりつけ医を持つこと。

・ 救急車の適正な利用方法。

・ 県の各種事業（小児救急医療電話相談等）の紹介 等

（５）期待される効果

疲弊した救急医療現場の実情や、条例に規定された県民の役割である「安易な時

間外（休日・夜間等）受診の自粛 「かかりつけ医を持つこと」について、県民」、

に周知され、実際に受診が抑制されることにより医師の負担軽減が期待される。
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７ 地域医療再生計画終了後も継続して実施する事業

① 在宅医療・介護ネットワーク構築モデル事業（市町村ネットワーク運営）

・単年度事業予定額 ８，０００千円

② 広域災害医療情報システム（ＥＭＩＳ）の運営

・単年度事業予定額 ５，０４０千円

③ 災害時医療機関状況マップシステムの運営

④ 地域医療学講座の運営

・単年度事業予定額 ２７，８５０千円

⑤ 医師修学資金の貸与

・単年度事業予定額 １０８，９１２千円

⑥ 県地域医療支援機構の運営

・単年度事業予定額 ５０，６９４千円

⑦ 地域がん登録の実施

・単年度事業予定額 １７，１５０千円

⑧ ドクターヘリの運航

・単年度事業予定額 １９２，７２８千円

⑨ 延岡市夜間急病センターの医師確保

・単年度事業予定額 １０，０００千円

⑩ 日向入郷医療圏中核３病院の医師の処遇改善

・単年度事業予定額 ３７，５５０千円

⑪ 重症心身障がい児（者）施設の人材育成

・単年度事業予定額 ２３，９１３千円

８ 地域医療再生計画（案）の作成経過

、 、 （ ）平成25年3月 7日 医師会 市町村 大学等に事業提案依頼 3月29日提出期限

平成25年3月26日 地域医療対策協議会開催 地域医療再生臨時特例交付金 第、 （

１次補正予算分）の概要説明

平成25年4月～ 事業提案団体等へヒアリング実施

平成25年4月26日 宮崎県議会厚生常任委員会開催、地域医療再生臨時特例交

付金（第１次補正予算分）の概要説明

平成25年5月24日 宮崎県医療審議会開催、計画（案）の意見聴取

宮崎県議会厚生常任委員へ計画（案）の説明

※ 県医療審議会構成員：県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、

全日本病院協会県支部、日本医療法人協会県支部、県精神科病院協会、

宮崎大学医学部附属病院、県市長会、県町村会、県高等学校ＰＴＡ連合会、

県地域婦人連絡協議会、県弁護士会、南九州大学管理栄養学科


